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本研究の目的 

• 従来の組織的知識創造論の限界 

• 限界＝研究開発チームに焦点を当てる 

–そういう「場」から生まれるイノベーションは限られ
ている（製品またはサービス） 

• それ以外の様々な形をとり得る 

–本研究はそれを示す（同一組織内だけでなく、組
織間にも応用できる） 
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仮説：アライアンスの成功要因 

• 組織中上層部のバウンダリーにおける多様
な知識共有の「場」：その動的・相互作用的な
マネジメント 

–組織的知識創造プロセスの包含的な促進要因 

• 「場」の理論については後述 

–内外環境に適した「イノベーション」の創出 

– 「ダイナミック・ケイパビリティ」の促進  
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日産・ルノーのアライアンスにおける 
「場」 

• 個別社内レベル： 

– クロス・ファンクショナル・チーム（CFT）：両社に設
置された部門横断チーム 

• 企業間レベル： 

–アライアンス・ボード（AB）：アライアンス運営組織 

– クロス・カンパニー・チーム（CCT）：アライアンス執
行組織 

–出向者交換プログラム 
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1. 日産・ルノーのアライアンスの経
緯 
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組織・統治機構 

• 第1段階 
– 1999年3月 提携契約。5月 ルノー、日産株式の

36.8％取得。6月 ゴーン氏ら日産の取締役に就任。
CCT, FTT(Functional Task Team)など設置 

– 2000年6月 ゴーン氏日産社長兼COOに就任 

• 第2段階 
– 2002年3月 ルノー、日産株式の保有率を44.5％に。
共通戦略運営組織、ルノー・日産BVを設立 

– 2002年7月 共通情報システム統括・IT関連サービス
提供共同会社 RNISを設立 

– 2009年6月 両社メンバーからなるアライアンス専門
チームの設立 
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両社の共同活動・協力関係 例 

• 商品企画 
– ダブル・バッジング、共同完成車開発 

• R&D 
– 資源配置の最適化 

• 情報システム 
– 共通グローバルネットワーク 

• 車両開発 
– プラットフォームの共有化：全生産台数の７割 

• 購買 
– RNPOによる共同購買 

• 製造 
– クロス生産、共同工場、共同製造基準の標準化 
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両社，営業利益（1997-2008) 
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（出所：Alliance Facts and Figures 2009） 



ルノー株価指数の推移 
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（出所：Alliance Facts and Figures 2009） 



日産株式指数の推移 
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（出所：Alliance Facts and Figures 2009） 



シナジー総額とその内訳(2009) 
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（出所：Analysts Conference May 29th 2009） 



ハイブリッド組織構造 
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Fusion-Acquisition Alliance Strategique Hybride 
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（出所：Monin et Rouzies. 2005. Entre Fusions & Acqusitions et Alliances Strategiques ) 



組織的知識創造プロセスの促進要因 

• 「場作り」、「対話」、「形式知の結合」、「行動によ
る学習」、「組織の意図」、「自律性」、「ゆらぎとカ
オス」、「冗長性」、「最小限有効性」、「ミドル・
アップダウン・マネジメント」、「ハイパーテキスト
型組織構造」（Nonaka and Takeuchi, 1995） 

• 「ナレッジ・ビジョンの浸透」、「会話のマネジメン
ト」、「ナレッジ・アクティビストの動員」、「適切な
知識の場作り」、「ローカル・ナレッジのグローバ
ル化」（Nonaka and al, 2000） 
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「場」の定義 

• 人々がそこに参加し、 

• 意識・無意識のうちに相互に観察し、コミュニ
ケーションを行い、 

• 相互に理解し、相互に働きかけ合い、 

• 相互に心理的刺激をする、 

• その状況の枠組み 
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(伊丹敬之『場の論理とマネジメント』東洋経済新報社、2005, p.42) 



組織の経営と「場」 
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経営者・マネー
ジャー：戦略、組織
構造、理念 

visible 

invisible 

場 

人々の情報的相互作用 
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(伊丹敬之『場の論理とマネジメント』東洋経済新報社、2005, p.93, 図2-1を改) 

人々の事業行動 
（現在の） 

人々の情報的相互作用 

人々の意思決定 人々の心理的エネルギー 

人々の学習 
（未来のための） 

組織の業績（現在と未来） 



2. CROSS FUNCTIONAL TEAM 



アライアンスの産物 

• CFT：「日産リバイバル・プラン」の策定を目的
に、ゴーン氏が初めて設置した（2001年から、
「V-Up」プログラムへの発展） 

• ルノー：ゴーン氏のルノー社長としての就任を
機に、2005年以来設置 

• ここ数年来、両社のCFT間の協力・連係関係
強化への動き 
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CFTの基本的役割 

• 特定テーマに関する様々な問題点の分析・診
断、その問題解決のための検討と提案 

–個々のメンバーによる他社ベンチマーキングや
社内調査 

–グループによるブレーンストーミング 
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イノベーションにおけるCFTの貢献 

• ライン組織だけでは困難な改革策や改善策
を可能にする  

   内外環境に適した多種多様な「イノベー 
  ション」創出 
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中上層部のバウンダリーにある 

• 階層構造：リーダー、パイロット、メンバーの３
階層 

• ライン組織との兼務 

• リーダー：方針を決める 

• パイロット：活動の具体的な進め方を決める 
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CFTの構成メンバー 

• リーダー（2人） 
– 当該テーマを管轄する部門の担当役員 

– その部門と利害が対立する部門の担当役員 

• パイロット（１人） 
– どの既存部門にも全く関係のないテーマでない限り、
テーマ管轄部門出身の課長または若手部長クラス 

• メンバー 
– 多少、テーマに関係のある様々な部門から幅広く選
定される部長クラス以下の管理職 
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共有される知識の多様性 

• 多様な構成メンバー 

–多様な知識の共有 

• 知識の多様性 

–既存のライン組織では生み出し難い改革案や改
善案の創出 

• なぜか 

–外部者または「第三者」の客観的な視点の提供 
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「場」としてのCFTの性質 

• 少人数:平均１０数人 

• ブレーンストーミング、Face-to-faceの交流 

• 対等な関係： 
– 職位の違いがあっても、原則として対等な発言権 

• 自主・自発的な交流、ベンチマーキング活動に
よる相互学習 
– 2年ごとに各社CFT全員での協議会 

– 週に１回ぐらいメールや電話などで連絡し、月に１回
電話会議を行う 
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動的マネジメント 

• 平均継続活動期間： 

–本来型CFT：２年間／V-Up型CFT：３〜４ヶ月 

• 期間中、CFT活動は、当該テーマに関する問

題点の解決を目標とするプロジェクト体制で
運営 

• CFTによる提案 

–その多くは戦略的中期経営計画の原案となる 
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相互作用的マネジメント 

• 組織の中上層間の相互作用（本来型CFT） 
– トップ：テーマの決定 
– CFT：テーマに関する問題点の特定とそれに応じ
る具体的目標の設定 

– トップ：長期的全社戦略などのより大きな目的（ビ
ジョン）にそって、各CFTの提案を評価し、その実
行の有無を決断することにより、CFTの目標を調
整 

–検討期間中、トップによる継続的フォロー 
 （ミーティング、中間報告、個別相談セッションな
どにより） 
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3．CROSS COMPANY TEAM 



CCTの基本的な役割 

• 各CCTの担当分野と目的 
– ファンクション、ビジネス・ユニット、地域ごとに分かれ
ている 

– 相手企業にあるカウンターパートのCCTと協力してシ
ナジーやベスト・プラクティスを追及  

• 具体的活動例 
– 両社間の情報交換 

– フィージビリティー・スタディー 

– 共同プロジェクト・チームにハンドオーバーして、サ
ポート役に代わる 

29 



提携組織全体におけるイノベーショ
ン・プロセスとCCTの役割 

• 両社間における様々なシナジー創出 

• 各社固有のベスト・プラクティスのベンチマー
キングによる相互学習 

• 相互理解、相互信頼の基となる共通コンテク
ストの形成 

   内外環境に適した「イノベーション」の創出 
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組織の中上層部のバウンダリーにあ
るCCT 

• 組織として両社から独立している 

• 基本構成パターン： 

– リーダー（役員クラス） 

–パイロット（実質的推進役としての部長クラス社員） 

– メンバー（部長クラス以下の役職） 

• ライン組織との兼務 
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中上層部のバウンダリーにある 

• パイロット 

–各CCTの人数、構造、業務・活動の手順や方法、
カウンターパートCCTとの多くの共通のルールや
基準などの決定 

• アライアンスと関係のない社員との情報共有
は必要最低限にとどめる 

• 両社間に共有される情報保護・機密システム
の整備 
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交換・共有される知識の多様性 

• 企業間：国民文化・組織文化レベルの多様性 

• 階層間：地位的な多様性 

• 分野・機能間：専門的・職種的な多様性 
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「場」としてのCCTの性質 

• 少人数 

–濃密な交流を促す条件 

–テーマによるが、１０数人を超えない 

• 交流やコミュニケーションの形態・手段・頻度 

– TV会議、TV電話、電話、メールなど 

–パイロット同士では、週に１回２時間ぐらい 

–年に２〜３回、直接の面会（当初、月に１回ぐらい
と、もっと多かった） 
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「場」としての性質 

• 対等な関係 
– カウンターパートとの同程度の職位 
– 中立的な共通公用語としての英語 

• 必要最低限の共通・共有コンテキストの維持 
– パイロットは滅多に変わらない 

• 出向者交換プログラムによって促進される「場」
作り 
– 出向期間終了後、関係ある各CCTパイロットに直接報
告 

• 一社内の各CCT間の協力関係強化への動き 
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動的・階層相互作用的マネジメント 

• 中上レイヤー間及び同レイヤー間で情報共
有・相互作用 

 （定期的・臨時的報告や会議、統合情報シス
テムなどにより） 

• 共同プロジェクトの立案の出発点 

• 定期的な単発的知識創造が任務 
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動的・階層相互作用的マネジメント 

• 積極的でシステマチックな反省態度 

–必要なときに、各社CCTの業務手順、ルール、標
準や規範などの修正・見直し 

• コンフリクトの段階的解消プロセス 

• CCT枠内での個人的学習成果 

–より積極的な文書化・ディジタル化への動き 
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理論的貢献 

• ダイナミック・ケイパビリティ論（Teece and al., 1997) 

– DC＝「万能な持続的競争優位の源泉」 
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ダイナミック・ケイパビリティ論 

• 学習／再編成プロセス＝「DCの最も根本的・先
行的な規定要素」 

    普遍的で優先的な経営管理課題 

• 問題：両プロセスの非整合性・部分的重複性 

   整合的・具体的な促進の仕方・手法：不明 

   DC論はまとまらない 
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ナレッジ・マネジメント 

• 組織的知識創造プロセス： 

–学習／再編成プロセスの首尾一貫した統合 

• 当プロセスの促進要因： 

–学習／再編成プロセス双方の一貫した促進要因 

• 促進要因： 

– 「組織中上層部のバウンダリーにおける多様な知識
共有の「場」とその動的・相互作用的なマネジメント」 

–体系的な具体法の例：CFTとCCT 
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CFTとCCTの比較 

• CFT 

– 同一組織内におけるチーム  「場」としての性質が前提 

– 「多様性」が決定的変数（特に「外部者」の視点提供がメリット） 

– 目標設定の如何により：・「変革／再編成」指向（本来型） 

          ・「改善／学習」指向（V-Up型） 

• CCT 

– 企業横断チーム  「多様性」が前提 

– 「場」としての性質が決定的変数（特に良き関係構築と相互学
習がメリット） 

– 何より学習プロセス 

– 異文化間では、再編成プロセスにもつながり得る（相当に異な
るベスト・プラクティスのベンチマーキングなどにより） 41 
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